
行方市再エネ最大限導入計画策定業務仕様書 

 

1. 目的 

本市は、2022 年 3 月に発行された環境基本計画の中で、気候変動への適応と生物多

様性の保全を推進し、地球温暖化対策を推進することをリーディングプロジェクトと

した。 

本業務では上記のリーディングプロジェクトを踏まえ、カーボンニュートラル社会

に向けて重要な位置づけとなる再生可能エネルギー等の利活用について検討し、賦存

する未利用資源、太陽光、小水力等活用のポテンシャルや導入の方向性を示すビジョ

ンを策定し、地域の発展に繋げていくことを目的とする。 

 

2. 業務内容 

2.1 アンケートによる調査 

 地域の再生可能エネルギー普及や地球温暖化防止の行動における将来意識につい

て、現状の市民意識を把握し、策定の基本的な位置づけを整理するため、市民(５年生

等とその保護者)及び事業者を対象としたアンケート調査を実施し、計画策定の基礎

資料を得る。 

 ①アンケート調査票の作成、印刷、回収後の集計及び解析を行う。 

②アンケート調査票の配布資料数は 2,000 部とする。 

③配布及び回収に伴う作業(封筒準備、封筒の宛名印刷及び封入、郵送)は受託者が

行う。 

回収したアンケート調査から、市民の再生可能エネルギーに関する考え方や地球温

暖化防止の行動を整理し、再生可能エネルギービジョン策定に資する。 

 

2.2 再生可能エネルギービジョン 

環境省から示される地域循環共生圏などの理念及びカーボンニュートラルへ向か

う施策に基づき、以下の点について、市の状況を踏まえ取りまとめるものとする。 

 

(1)これまでの取組評価とカーボンニュートラルへ向かう課題抽出 

地球温暖化対策に関するこれまでの取組状況について、各施策の実績および目標

の達成状況を整理し、カーボンニュートラルに向かう課題の抽出および取組評価を

実施する。課題の抽出にあたっては、環境基本計画の策定時の課題、本市の豊かな生

物多様性を踏まえつつ、カーボンニュートラルへ向かう課題を対象に整理すること

とする。 

 

(2)計画の基本的事項の整理 

本市の地域特性、計画の目的、位置付け、役割、計画期間等の整理を行う。整理に



あたっては、関連する計画との整合性を図る。また、地球温暖化の現状、国際的な動

向（気候変動枠組条約締約国会議、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の動向な

ど）、国や茨城県の動向（温暖化対策計画、温室効果ガス削減目標及びその設定に関す

る根拠資料など）、他自治体の先進事例等（再生可能エネルギービジョン、地域脱炭素

ビジョン）の再生可能エネルギー導入に係る情報を調査・整理し、それらに基づき、

計画に反映すべき事項を検討・提案する。 

 

(3)再生可能エネルギーのポテンシャル調査 

本市が保有する山間・緑地・荒廃地・市街地等の陸域や河川、湖沼などの水域にお

いて、以下、再生可能エネルギーのポテンシャル調査を実施する。 

①開発可能な土地の調査 

 国・県・市有地について、再生可能エネルギーの開発可能な区域を選定する。 

②再生可能エネルギーの導入条件調査 

 太陽光・風力・木質系バイオマス・小水力・地熱利用、とりわけ、農業用の廃プラ

スチック及び家庭系プスチックを再生可能エネルギーとして有効活用可能できる

条件や可能性について専門家を交えて整理し、種別ごとの導入の可否と、可能なエ

ネルギー事業を導入するための具体的な計画案を策定する。 

③再生可能エネルギー設置可能地域マトリックスの作成 

 上記(1)、(2)の調査結果から、再生可能エネルギー設置可能となるマトリックス

地域図を作成する。 

 

(4)重点プロジェクトの設定 

本市の持つエネルギー特性を以下の事項を基に整理し、市民や事業者と協働して

取り組める重点プロジェクトを定める。 

①現在の再生可能エネルギーの使用状況 

②産業構造からみた再生可能エネルギー産業発展による雇用促進の可能性 

③農畜水産業等各種産業に波及する経済効果 

④公共施設（市役所や支所、教育施設、社会福祉施設、交通安全施設）等の活用の

可能性 

 

(5)重点地域（施設）の貴重な動植物の把握及び大気環境調査、効果の検証 

  5-1 生物多様性調査 

貴重な動植物等の調査と選定された種についての保全対策 

  5-2 大気環境調査 

大気環境測定車を設置し NOx,SO2,SPM,CO,HC(CH4,NMHC)について、１週間毎

時観測 

 5-3 カーボンニュートラルの効果 



   重点地域に設備設置した場合の CO2 の削減と費用対効果 

 

(6)市内の温室効果ガス排出量及び森林等の吸収量の算定・分析・考察 

市内の温室効果ガス排出量及び吸収量に関する情報を踏まえ、計画の策定に必要

な分析と考察を行う。 

 

(7)温室効果ガス排出量からみた将来推計と削減目標の設定 

2030 年度及び 2050 年度の温室効果ガス排出量の将来推計に関する情報の整理

を踏まえ、本市の温室効果ガス排出量の削減目標を、森林等の吸収量を踏まえ、2013 

年度を基準とした中期目標（2030 年）および長期目標（2050 年）を部門別に定める。 

 

(8)再生可能エネルギー導入目標の設定 

市内の温室効果ガス削減目標及び森林等の吸収量保全目標を踏まえ本業務での調

査結果を基に、計画の策定に必要な分析と考察を行い、市域における 2050 カーボン

ニュートラル達成に寄与する再生可能エネルギー導入目標を設定する。 

 

(9)-1 施策の検討 

本市の特性やこれまでの実施状況、さらに国内外の動向を踏まえ、温室効果ガス削

減目標を達成する再生可能エネルギー導入目標を設定したうえで必要となる対策

を以下に沿って検討する。 

ア計画内容の検討 

  課題抽出、基本的事項の整理結果に基づき、具体的な計画内容の検討を行う。 

イ市有施設の各排出要因及び総排出量の目標数値の設定及び取組内容の検討 

  市有施設のエネルギーの把握結果に基づき、各排出要因及び総排出量の目標数

値の設定を行い、温暖化対策に向けた取組内容の検討を行う。 

ウ施策体系の検討 

  目標達成に向けた具体的な施策の内容を検討する。 

エ数値目標の設定 

  計画に掲載される施策に対応する削減と導入の目標値等を設定し、計画書へ反

映させる。 

オ脱炭素計画の策定 

  2050 カーボンニュートラルの実現を達成するための具体的な施策を策定する。 

 

(9)-2 重点施策の検討 

本市の再生可能エネルギー導入を進めるうえで重点的に取り組むべき施策を重

点施策として定める。重点施策は、削減目標の達成に効果的な施策を検討する。 

 



(9)-3 推進体制及び進行管理方策の検討 

整理・検討した結果に基づき、温室効果ガス削減と再生可能エネルギー導入が評

価できる仕組と推進体系を構築する。 

 

(10)パブリックコメント実施支援 

  各会議や委員会での検討結果をまとめ素案及び資料を作成する。 

 

３．計画書の作成 

上記（1）～（10）について得られた知見をとりまとめ、環境省による市町村ごと

の再生可能エネルギー情報提供システムを基盤とし、再生可能エネルギービジョン

を策定する。 

主なる構成は以下の事項とする。 

①国や自治体及び本市の再生可能エネルギーに関する取り組み状況 

②本市の自然環境、社会環境における地域特性 

③本市の再生可能エネルギーポテンシャル 

④本市の特性を踏まえた再生可能エネルギー施設の設置と温室効果ガス排出量削 

減の可能性 

⑤観光拠点や農林水産地周辺のアクション 

⑥重点プロジェクトに対する具体的なプログラムの策定 

⑦)重点地域（施設）の貴重な動植物の把握及び大気環境調査、効果の検証 

  ⑦-1 生物多様性調査 

貴重な動植物等の調査と選定された種についての保全対策 

  ⑦-2 大気環境調査 

大気環境測定車を設置し NOx,SO2,SPM,CO,HC(CH4,NMHC)について１週間毎時 

観測 

  ⑦-3 カーボンニュートラルの効果 

   重点地域に設備設置した場合の CO2 の削減と費用対効果 

 

４. 会議等の運営等支援 

 再生可能エネルギービジョンの策定にあたり、自然環境、気候変動、省エネ、リサ

イクル、再生可能エネルギー等の各分野の専門家を交えた専門委員会を設置し、最

新情報の提供・アドバイスや指導・関係各課との意見交換等の会議を 3 回以上実施

して計画書策定に反映する。専門委員の報酬などは受託者が支払う。その他、環境審

議会(2 回程度)の開催においては、資料作成や出席者への説明を行う。 

 専門委員は以下の有識者から 5名以上を選出する。 

・茨城県環境アドバイザー（自然環境・地球温暖化防止・リサイクル部門） 

・環境省環境カウンセラー 



・茨城県地球温暖化防止活動推進員 

・脱炭素先行地域採択実績のある有識者 

・再生可能エネルギーに知見のある大学教授 

 

５．成果品 

 (1)計画書（Ａ４カラー版１４０頁程度）・・・・・・・・・・・・・１００部 

     概要版（Ａ４カラー版８頁程度）・・・・・・・・・・・・・１，０００部 

 (2)専門委員会、審議会等の議事録と電子媒体 ・・・・・・・・・・・・１式 

※CD-ROM 等で提出すること 

 (3)その他必要な資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１式 


